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１　採用した職員に占める女性職員の割合（令和５年度）

区分 男 女 計 割合

事 務 131 101 232 43.5%

技 術 121 117 238 49.2%

現 業 35 5 40 12.5%

消 防 52 5 57 8.8%

教 職 員 159 191 350 54.6%
会計年度任用職員※1 1240 3185 4425 72.0%

任期付職員※２ 318 507 825 61.5%
※１　会計年度任用職員は令和5年4月1日時点で在籍しているフルタイム、パートタイムについて集約。

　　　 その他は令和5年4月採用数。

※２　育児休業に伴う任期付任用教諭、学校事務職員及び配偶者同行休業に伴う任期付任用教諭について集約。

２　平均した継続勤務年数の男女の差異（令和５年４月１日現在）

区分 男 女 差異

事 務 17年4月 13年10月 3年6月

技 術 13年9月 12年9月 1年0月

現 業 19年10月 24年0月 ▲4年2月

消 防 16年2月 17年8月 ▲1年6月

教 職 員 17年2月 16年4月 0年10月
・再任用を除く。

３　職員一人当たりの各月ごとの超過勤務時間（令和４年度）

４　管理的地位にある職員に占める女性職員の割合（令和５年４月１日現在）

区分 男 女 計 割合

市 職 員 836 168 1004 16.7%

教 職 員 523 106 629 16.9%
・派遣職員を除く。

５　各役職段階にある職員に占める女性職員の割合（令和５年４月１日現在）

職位 男 女 計 割合

局 長 職 43 4 47 8.5%

部 長 職 228 50 278 18.0%

課 長 職 565 114 679 16.8%

係 長 職 1828 392 2220 17.7%

一 般 職 5447 3746 9193 40.7%

現 業 職 1198 188 1386 13.6%

校 長 ・ 園 長 255 60 315 19.0%

副 校 長 ・ 教 頭 268 46 314 14.6%

事 務 長 13 2 15 13.3%

教 職 員 3511 4179 7690 54.3%
・派遣職員を除く。

区 分 平均 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

市 職 員 14.9 16.3 17.2 14.2 16.3 12.8 15.0 12.7 14.2 13.4 14.7 14.8 17.1

教 職 員
（ 学 校 事 務 ・ 栄 養 教 諭 ）

3.7 7.4 2.8 3.0 2.3 1.2 2.2 3.9 2.9 2.2 1.9 4.2 10.1

会計年度任用職員 2.6 2.5 2.4 3.5 4.5 2.0 2.1 1.9 2.2 2.1 2.3 2.4 3.7
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６　男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得率及び平均取得日数（令和４年度）

取得率 取得日数 取得率 取得日数

市 職 員 91.4% 2.6 77.9% 4.2

教 職 員 67.8% 2.3 56.3% 3.8

７　男女別の育児休業取得率及び平均取得期間（令和４年度）

男 女 男 女

事 務 61.8% 102.4% 54.9 473.3

技 術 53.7% 100.9% 54.8 464.6

現 業 18.2% 100.0% 44.0 273.0

消 防 18.3% 100.0% 40.5 308.0

教 職 員 24.8% 99.4% 137.5 493.7

８　職員の給与の男女の差異（令和４年度）

　　別紙のとおり

出産補助休暇 子育て参加休暇
区分

・配偶者出産休暇（出産補助休暇）
配偶者の出産のための入院などの日から産後2週間において3日まで取得可能。
・育児参加のための休暇（子育て参加休暇）
配偶者の産前産後8週間において、生まれてくる子や、小学校に入る前の兄姉の子育てのために5日
まで取得可能。

・育児休業取得率
取得率とは（新規取得者数／当該年度中に新たに育児休業等が取得可能となった職員数）を示す。
このため、取得率が100％を超えることがある。

職種
育児休業取得率 平均取得期間




